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第１章 課題 

 

日本の畜産経営は、規模拡大や技術進歩などを通じ、急速な発展を遂げてきた。しかし

一方で、家畜排せつ物を通じた河川の水質汚染などにより、環境への負荷を高めてきたと

の指摘もある。畜産物生産を環境に配慮した持続可能な方式に転換して行くことは、日本

においても重要な課題と考えられる。こうした状況下で、注目されるのが有機畜産である。 

日本では、2005 年 10 月に有機畜産物の JAS 規格が制定された。有機畜産物は、農業の

自然循環機能の維持増進を図るため、環境への負荷をできる限り低減して生産された飼料

を給与すること、動物用医薬品の使用を避けることを基本として、動物の生理学的および

行動学的要求に配慮して飼養した家畜または家きんから生産することを原則としている

（農林水産省，2006）。 

本研究の目的は、有機畜産の環境影響評価分析を行うことである。具体的には、有機酪

農経営と慣行酪農経営の環境影響を比較する。本研究における環境影響評価の手順は以下

のとおりである。第 1 に、有機酪農と慣行酪農の農地面積当たり環境負荷ポテンシャルを

ライフサイクルアセスメント（LCA）という環境影響評価手法を用いて計測する。第 2 に、

計測された有機酪農の農地面積当たり環境負荷ポテンシャルが慣行酪農の農地面積当たり

環境負荷ポテンシャルより小さければ、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷

が小さい酪農経営となる」可能性があると判断される。こうした判断方法は、多くの既存

研究でも用いられている（Cederberg and Mattsson, 2000；Grönroos et al, 2006；Haas et al., 

2001；Thomassen et al., 2008 など）。 

本研究で分析対象事例とする有機酪農とは、有機畜産物の JAS 規格認証を受けた生乳生

産を行う酪農経営である。日本では、LCA を用いた有機酪農に関連した環境影響評価の既

存研究として、東城ら（2006）、増田・山本（2009、2010）がある。東城ら（2006）の研究

では、有機酪農を目指しているとはいえ、まだ有機 JAS 規格認証を取得していない酪農経

営が分析対象となっている。増田・山本（2009、2010）の研究は、本研究のように生乳生

産を含めた有機酪農経営全体ではなく、有機飼料生産だけに限定した分析に留まっている。

筆者らは、日本において、有機畜産物の JAS 規格認証を受けた有機酪農経営の環境影響評

価を行った研究を見出すことはできなかった。 
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第２章 分析方法とデータ 

 

第１節 分析の基本枠組みと分析対象事例の概況 

本研究で環境影響評価手法として用いられる LCA は、環境影響を総合的に評価する手法

として広く知られている（伊坪ら，2007）。以下では、LCA で計測する環境負荷を窒素と

リンに限定して、それらを富栄養化ポテンシャルとして分析する。 

本研究では、LCA で評価対象とした窒素やリンの計測方法としてファーム・ゲート・バ

ランスを用いる。ファーム・ゲート・バランスとは、農業経営を１つのシステムとしてと

らえ、システム内に投入される生産資材などに含まれる物質量から、システム外へ産出さ

れる生産物などに含まれる物質量を差し引くことで、システム内において余剰となる物質

量を定量化する方法である（注 1）。 

本研究では、A 地域における 5 戸の有機酪農経営グループを分析対象事例とする。本研

究では、この有機酪農経営グループを 1 つの有機酪農システムとして捉える。 

表 1 は、有機酪農経営グループ（5 戸）の経営概況（2007 年）である。有機酪農経営グ

ループの 2007 年における乳牛飼養頭数は 387 頭（経産牛 220 頭、育成牛 167 頭）、農地面

積は 206.3ha である（注 2）。 

 

表１ 有機酪農経営グループ（5 戸）の経営概況（2007 年） 

乳牛飼養頭数（頭） 387

　うち経産牛（頭） 220

　うち育成牛（頭） 167

農地面積（ha） 206.3
 

資料：有機酪農経営資料より作成。 
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本分析対象事例の有機酪農と比較する慣行酪農の富栄養化ポテンシャルは、築城・原田

（1996、1997）の A 地域における分析結果を利用して計測する。具体的には、築城・原田

（1996、1997）による窒素・リンのフロー量の推計結果をファーム・ゲート・バランスに

基づいて再集計し、富栄養化ポテンシャルを求める。 

築城・原田（1996、1997）における最新の分析対象年である 1990 年の分析結果と本分

析結果が比較される。1990 年は、本分析年次と比べると古い。とはいえ、築城・原田（1996、

1997）の分析結果は『牛乳生産費調査』データを用いたものであることから、A 地域の平

均的な慣行酪農とみなせるというメリットがある。 

表 2 は、A 地域における慣行酪農（1 戸当たり）の経営概況（1990 年）である。A 地域

の 1990 年における慣行酪農 1 戸当たり乳牛飼養頭数は 63 頭（成牛 34 頭、育成牛 29 頭）、

農地面積は 34.0ha である（注 3）。 

 

 

 

 

表２ A 地域における慣行酪農（1戸当たり）の経営概況（1990 年） 

 

乳牛飼養頭数（頭） 63

　うち成牛（頭） 34

　うち育成牛（頭） 29

農地面積（ha） 34.0
 

資料：築城・原田（1996、1997）より作成。 
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第２節 ファーム・ゲート・バランスの分析モデル 

図 1 は、本研究におけるファーム・ゲート・バランスの分析モデルである。有機酪農シ

ステムにおける投入・産出データは、有機酪農経営グループの営農データおよび聞き取り

調査により入手した。システム内への投入物は、①購入飼料、②購入肥料、③敷料とし、

システム外への産出物は、④生乳、⑤牛個体、⑥堆肥とした。 

システム内への投入として、降水やマメ科牧草による窒素固定などが、またシステム外

への産出として、畜舎や農地からの窒素揮散なども考えられる。しかし、これらは、築城・

原田（1996、1997）では分析されていないため、本研究でも分析されない。 

 

 

 

 

 

 

 

④生乳

⑤牛個体

①購入飼料

②購入肥料

余剰窒素・リン量＝投入窒素・リン量－産出窒素・リン量

③敷料 ⑥堆肥

有機酪農経営

 

図１ 本研究における分析モデル 
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第３節 ファーム・ゲート・バランスの計測方法 

① 購入飼料 

購入飼料の投入窒素・リン量は、銘柄別の購入飼料にそれぞれの窒素・リン含有率を乗

じて求めた。集計した購入飼料量は、有機酪農経営グループにおける年間の購入量である。

購入飼料の窒素・リン含有率は、飼料メーカーから聞き取った値を用いた。 

 

② 購入肥料 

購入肥料の投入窒素・リン量は、銘柄別の購入肥料にそれぞれの窒素・リン含有率を乗

じて求めた。集計した購入肥料量は、有機酪農経営グループにおける年間の購入量である。

有機飼料生産圃場に投入された購入肥料量は、有機飼料生産圃場と有機転換中圃場の面積

比を用いて購入肥料量合計値を按分して推計した。購入肥料の窒素・リン含有率は、肥料

メーカーから聞き取った値を用いた。 

 

③ 敷料 

敷料の投入窒素・リン量は、有機酪農経営グループが自作する小麦からの麦稈量の推計

値と、システム外から購入する、ないしは堆肥と交換した麦稈量を合計したものに、麦稈

の窒素・リン含有率を乗じて求めた。ただし、余剰となり経営外に販売された麦稈量は差

し引いた。有機酪農経営グループが自作する麦稈量は、地域内の小麦平均単収および尾和

（1996）に基づいて推計した。システム外から投入された麦稈量は、有機酪農経営グルー

プから聞き取った値を用いた。麦稈の窒素・リン含有率は、尾和（1996）を用いた。 

 

④ 生乳 

 生乳の産出窒素量は、生乳販売量に乳たんぱく質率を乗じ、窒素‐たんぱく質換算係数

（窒素含量からたんぱく質含量を算出するために、窒素含量に乗じる係数）で除して求め

た。生乳の産出リン量は、生乳販売量に生乳のリン含有率を乗じて求めた。生乳販売量お

よび乳たんぱく質率は有機酪農経営グループの営農データを、窒素‐たんぱく質換算係数

および生乳のリン含有率は文部科学省（2005）を用いた。 

 

⑤ 牛個体 

 牛個体の産出窒素・リン量は、牛個体販売頭数に牛個体体重および窒素・リン含有率を

乗じて求めた。牛個体販売頭数のうち、有機酪農経営グループ内で取引された牛は分析か

ら除外した。牛固体販売頭数は、有機酪農経営グループから聞き取った値を用いた。牛個

体体重は北海道農政部（2005）、牛個体の窒素・リン含有率は畜産大事典編集委員会（1996）

を用いた。 
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⑥ 堆肥 

 堆肥の産出窒素・リン量は、麦稈との交換でシステム外へ持ち出される産出堆肥量に窒

素・リン含有率を乗じて求めた。産出堆肥量は、有機酪農経営グループから聞き取った値

を用いた。堆肥の窒素・リン含有率は、有機酪農経営グループにおけるふん尿の肥料成分

データを用いた。 

 

第４節 LCA 評価の枠組み 

 本研究では、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営となる」

可能性があるか否かを判断するために、第 1 章のとおり、LCA を用いて環境影響評価分析

を行う。以下では、本研究の LCA 評価の枠組みについて概説する。 

第 1 に、本研究の LCA は、「生乳を対象として、生乳の生産による富栄養化への影響を

評価すること」を目的とし、調査範囲を「生乳生産に必要な投入物が投入されてから、生

乳が生産されるまで」とする（注 4）。また、機能単位（LCA で分析される環境負荷を評価

する単位）を「農地面積 1ha 当たり」とする。 

第 2 に、環境負荷を計測するために、酪農経営の生乳生産におけるシステム内への投入

物（購入飼料、購入肥料、敷料）、およびシステム外への産出物（生乳、牛個体、堆肥）に

関するデータを収集する。 

第 3 に、ファーム・ゲート・バランスを用いて、酪農経営において投入される窒素・リ

ン量から産出される窒素・リン量を差し引くことで、余剰となる窒素・リン量を計算する。

その後、余剰窒素量および余剰リン量をリン酸（PO4）等量に換算し、富栄養化ポテンシ

ャルとして評価する。 

本研究では、以上の手順で計測された有機酪農の富栄養化ポテンシャルが慣行酪農の富

栄養化ポテンシャルより小さければ、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が

小さい酪農経営となる」可能性があると判断される。本研究では、データ制約などから、

環境負荷ポテンシャルが富栄養化ポテンシャルだけに限定されているとはいえ、こうした

判断方法は、多くの既存研究でも用いられている（Cederberg and Mattsson, 2000；Grönroos 

et al., 2006；Haas et al., 2001；Thomassen et al., 2008 など）。 

なお、富栄養化ポテンシャルは、上述したように機能単位を「農地面積 1ha 当たり」と

したうえで、有機酪農と慣行酪農間で比較評価される。分析に用いた農地面積は、有機酪

農については表 1 の農地面積（有機飼料生産圃場面積）（注 5）、慣行酪農については表 2

の農地面積である。 
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第３章 分析結果と考察 

 

第１節 余剰窒素量の分析結果 

① 投入窒素量（注 6） 

 図 2 は 1ha 当たり投入窒素量の分析結果（有機酪農＝100）である。有機酪農の 1ha 当た

り投入窒素量を 100（118.4kgN/ha/年）としたとき、慣行酪農は 137.5（162.7kgN/ha/年）で

あった。 

投入窒素量における内訳の割合を見ると、有機酪農が購入飼料 60.6％、購入肥料 34.4％、

敷料 4.9％であり、慣行酪農が購入飼料 56.2％、購入肥料 42.0％、敷料 1.9％であった。 

分析対象事例の有機酪農は、慣行酪農と比べると、システム外から投入される 1ha 当た

り購入飼料・購入肥料窒素量が少なく、自給飼料を中心とした生乳生産を行っている。こ

のことが、有機酪農の方が慣行酪農よりも 1ha 当たり投入窒素量が少なくなっている要因

の 1 つと推察される。 
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図２ 1ha当たり投入窒素量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1996）。 
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② 産出窒素量（注 7） 

 図 3 は 1ha 当たり産出窒素量の分析結果（有機酪農＝100）である。有機酪農の 1ha 当た

り産出窒素量を 100（54.0kgN/ha/年）としたとき、慣行酪農は 109.5（59.1kgN/ha/年）であ

った。 

産出窒素量における内訳の割合を見ると、有機酪農が生乳 63.1％、牛個体 11.2％、堆肥

25.7％であり、慣行酪農が生乳 64.5％、牛個体 18.7％、堆肥 16.7％であった。 

分析対象事例の有機酪農は、慣行酪農と比べると、①投入窒素量の小節でも示したよう

に 1ha 当たり購入飼料窒素量が少ないため、1ha 当たり生乳窒素量も少なくなっている。

このことが、有機酪農の方が慣行酪農よりも 1ha 当たり産出窒素量が少なくなっている要

因の 1 つと推察される。 
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図３ 1ha当たり産出窒素量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1996）。 
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③ 余剰窒素量（注 8） 

1ha 当たり余剰窒素量は、環境負荷ポテンシャル指標の 1 つである。1ha 当たり余剰窒素

量の値が小さいほど、より環境負荷ポテンシャルは小さいと判断される。 

図 4 は 1ha 当たり余剰窒素量の分析結果（有機酪農＝100）である。1ha 当たり余剰窒素

量は、1ha 当たり投入窒素量から 1ha 当たり産出窒素量を差し引いて求めた。有機酪農の

1ha 当たり余剰窒素量を 100（64.4kgN/ha/年）としたとき、慣行酪農は 160.9（103.6kgN/ha/

年）であった。 
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図４ 1ha当たり余剰窒素量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1996）。 
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第２節 余剰リン量の分析結果 

① 投入リン量（注 9） 

 図 5 は 1ha 当たり投入リン量の分析結果（有機酪農＝100）である。有機酪農の 1ha 当た

り投入リン量を 100（45.6kgP/ha/年）としたとき、慣行酪農は 91.6（41.8kgP/ha/年）であっ

た。 

 投入リン量における内訳の割合を見ると、有機酪農が購入飼料 25.6％、購入肥料 72.9％、

敷料 1.6％であり、慣行酪農が購入飼料 29.0％、購入肥料 70.0％、敷料 1.0％であった。 

有機酪農では化学肥料の投入を避けるのが原則である。このため、分析対象事例の有機

酪農では、化学肥料の代替として、グアノ（海鳥のふんが堆積してできた肥料）や鶏糞な

ど、リン成分を相対的に多く含む有機肥料を投入していた。このことが、有機酪農の方が、

慣行酪農よりも 1ha 当たり投入リン量が多くなっている要因の 1 つと推察される。 
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図５ 1ha当たり投入リン量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1997）。 
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② 産出リン量（注 10） 

 図 6 は 1ha 当たり産出リン量の分析結果（有機酪農＝100）である。有機酪農の 1ha 当た

り産出リン量を 100（13.2kgP/ha/年）としたとき、慣行酪農は 82.2（10.9kgP/ha/年）であっ

た。 

産出リン量における内訳の割合を見ると、有機酪農が生乳 48.6％、牛個体 15.0％、堆肥

36.3％であり、慣行酪農が生乳 58.1％、牛個体 30.3％、堆肥 11.6％であった。有機酪農、

慣行酪農ともに、生乳の割合が第 1 位である点は同じだが、有機酪農は、慣行酪農よりも

堆肥の割合が高かった。 

分析対象事例の有機酪農では、麦稈と堆肥の交換によって、敷料の多くを確保している。

このことが、有機酪農の方が慣行酪農よりも 1ha 当たり産出リン量が多くなった要因の 1

つと推察される。 
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図６ 1ha当たり産出リン量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1997）。 
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③ 余剰リン量（注 11） 

1ha 当たり余剰リン量も、1ha 当たり余剰窒素量と同様に、環境負荷ポテンシャル指標の

1 つである。1ha 当たり余剰リン量についても、その値が小さいほど、より環境負荷ポテン

シャルは小さいと判断される。 

図 7 は 1ha 当たり余剰リン量の分析結果（有機酪農＝100）である。1ha 当たり余剰リン

量は、1ha 当たり投入リン量から 1ha 当たり産出リン量を差し引いて求めた。有機酪農の

1ha 当たり余剰リン量を 100（32.4kgP/ha/年）としたとき、慣行酪農は 95.5（30.9kgP/ha/年）

であった。つまり、1ha 当たり余剰リン量は、慣行酪農が有機酪農よりも、約 5％だけ下回

っている。とはいえ、有機酪農と慣行酪農間における 1ha 当たり余剰リン量の差は、1ha

当たり余剰窒素量の差（約 60％、慣行酪農が有機酪農よりも大）よりも、はるかに小さい。 

有機酪農では、化学肥料投入を避けることが原則である。このため、分析対象事例の有

機酪農では、化学肥料の代替として、リン成分を多く含む有機肥料を投入している点は、

①投入リン量の小節でも指摘した。このように、分析対象事例の有機酪農では、1ha 当た

り投入リン量が多くなってしまい、結果として 1ha 当たり余剰リン量も多くなってしまう

のは、やむを得ない面があると考える。 
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図７ 1ha当たり余剰リン量の分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1997）。 
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第３節 富栄養化ポテンシャルの分析結果（注 12） 

余剰窒素量と余剰リン量の増加は、いずれも富栄養化ポテンシャルを高める要因となる。

このため、1ha 当たりの余剰窒素量と余剰リン量を、1ha 当たり富栄養化ポテンシャルとし

て総合評価した分析結果（有機酪農＝100）が図 8 である。富栄養化ポテンシャルは、余剰

窒素量に特性分析係数 0.42、余剰リン量に特性分析係数 3.06 を、それぞれ乗じて（Heijungs 

et al., 1992）、リン酸等量に換算した結果である。有機酪農の 1ha 当たり富栄養化ポテンシ

ャルを 100（126.1kgPO4eq/ha/年）としたとき、慣行酪農は 109.5（138.1kgPO4eq/ha/年）で

あった。 

富栄養化ポテンシャルにおける内訳の割合を見ると、有機酪農が余剰窒素 21.4％、余剰

リン 78.6％であり、慣行酪農では余剰窒素 31.5％、余剰リン 68.5％であった。有機酪農、

慣行酪農ともに、富栄養化ポテンシャルに対する内訳の割合は、余剰リンの方が余剰窒素

よりも高かった。 

1ha 当たり余剰リン量は、有機酪農と慣行酪農で概ね同水準であった一方、1ha 当たり余

剰窒素量は慣行酪農が有機酪農よりも約 60％多かった。このため、1ha 当たり富栄養化ポ

テンシャルは、有機酪農の方が慣行酪農よりも小さくなったものと推察される。 

以上のように、1ha 当たりの余剰窒素量と余剰リン量の結果を LCA で総合評価した 1ha

当たり富栄養化ポテンシャルは、慣行酪農が有機酪農よりも、約 10％上回っている。この

結果から、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営となる」可

能性がある点が示唆される。 
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図８ 1ha当たり富栄養化ポテンシャルの分析結果（有機酪農＝100） 

資料：慣行酪農は築城・原田（1996、1997）。 
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第４章 結論 

 

本研究では、慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営となる

可能性について、ライフサイクルアセスメント（LCA）を用いて分析を試みた。本研究に

おける「より環境負荷が小さい」との判断は、次の手順でなされた。第 1 に、有機酪農と

慣行酪農の農地面積当たり環境負荷ポテンシャルを LCA という環境影響評価手法を用い

て計測した。第 2 に、計測された有機酪農の環境負荷ポテンシャルが慣行酪農の環境負荷

ポテンシャルより小さければ、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい

酪農経営となる」可能性があると判断した。 

分析の結果、1ha 当たりの余剰窒素量と余剰リン量の結果から総合評価した 1ha 当たり

富栄養化ポテンシャルは、有機酪農の方が慣行酪農よりも小さかった。この結果から、「慣

行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営となる」可能性がある点

が示唆された（注 13）。 
以上のように、本研究では、有機酪農経営を分析対象事例とし、有機畜産経営における

環境保全面に及ぼす影響可能性に関する実証分析結果について、情報提供ができた。とは

いえ、日本において、慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営

となるか否かについての実証研究は、本研究が嚆矢であり、まだ緒についたばかりである。

このため、今後のこうした研究の発展方向を指摘して、結びとしたい。 

第 1 に、余剰窒素量と余剰リン量に基づいた富栄養化ポテンシャルだけではなく、地球

温暖化ポテンシャルなどの環境負荷ポテンシャル項目の拡張、評価年次の延長、分析デー

タの更なる精緻化などを試みる点である。 

第 2 に、環境負荷ポテンシャルといった環境に及ぼすマイナス面（外部不経済効果）を

より減少させる影響だけではなく、家畜福祉、生物多様性、グリーン・ツーリズムなど、

有機畜産が環境に及ぼすプラス面（外部経済効果）をより増加させる影響についても、分

析を試みる点である。 

第 3 に、酪農以外の有機畜産経営についても、分析を試みる点である。 
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注記 

注 1）ファーム・ゲート・バランスにより定量化される余剰物質を環境指標として位置づけることは、OECD

（1999）でも紹介されており、また実際の分析利用例として Aarts et al.（1999）、Dalgaard, Halberg and 

Kristensen（1998）、Haas et al.（2006）、Halberg, Kristensen and Kristensen（1995）、増田・宿野部（2004）、

Ondersteijin et al.（2002）、Van Keulen et al.（2000）などがある。ファーム・ゲート・バランスでは、営

農方法の工夫による環境負荷軽減努力も反映できる。例えば、農地への堆肥還元による購入肥料節減や、

自給飼料活用による購入飼料削減などの環境負荷軽減努力は、購入肥料や購入飼料における投入窒素・リ

ン量低減にともなう余剰窒素・リン量低減というかたちで分析できる。 

 

注 2）表 1 の農地面積は、有機飼料生産圃場面積であり、有機転換中圃場面積や非有機圃場面積は含まれ

ない。有機飼料生産圃場以外（有機転換中圃場と非有機圃場）面積は、有機飼料生産圃場面積の 1 割程度

である。 

 

注 3）表 2 の農地面積は、農林水産省（1991）における A 地域酪農の経営耕地面積平均、畜産用地の放牧

地および採草地面積平均の合計であり、築城・原田（1996、1997）の自家農耕地面積に対応する。 

 

注 4）LCA による環境影響評価では、製品の生産から消費、廃棄までの広い評価範囲とすることができる。

しかしながら、農業分野の既存研究では、農産物の生産段階までを評価範囲に限定し、農産物の消費、廃

棄については評価範囲として含めないことが多く、日本の農業分野における研究例では、水稲や畑作物な

どの栽培段階や、家畜の生産段階に焦点を当てた LCA 分析が多く試みられている（増田，2007 など）。

本研究においても、有機酪農経営内における生乳生産段階までに限定した LCA 分析を試みている。 

 

注 5）有機転換中圃場で生産された飼料は、有機生乳生産に用いないことを原則としているため、近隣の

慣行酪農経営に販売していた。このため、非有機圃場の面積だけではなく有機転換中圃場の面積も、1ha

当たり富栄養化ポテンシャルの分析に含めていない。 

 

注 6）投入窒素量の計測方法について、有機酪農経営グループにおける購入飼料の 1 つ（オーガニックと
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うもろこし）を例にとり説明する。有機酪農経営グループにおけるオーガニックとうもろこしの年間購入

量に、オーガニックとうもろこしの乾物率（水分を除いた部分の割合）、乾物中の粗たんぱく質率、およ

び粗たんぱく質中の窒素含有率を乗じたものが、有機酪農経営グループが 1 年間に購入したオーガニック

とうもろこしによる投入窒素量として求められる。 

 

注 7）産出窒素量の計測方法について、有機酪農経営グループにおける産出物の 1 つである生乳を例にと

り説明する。有機酪農経営グループ構成農家における月別生乳販売量に、各月に販売された生乳中の乳た

んぱく質率を乗じ、さらに乳における窒素‐たんぱく質換算係数（乳中の窒素含量から乳たんぱく質含量

を算出するために、乳中窒素含量に乗じる係数）で除すことで、各月に販売される生乳中に含まれる窒素

量が求められる。このようにして求められた各構成農家の各月における生乳窒素量を 1 年分合計し、さら

に有機酪農経営グループ構成農家 5 戸分を合計することで、有機酪農経営グループが 1 年間に販売した生

乳による産出窒素量が求められる。 

 

注 8）1ha 当たり投入窒素量から 1ha 当たり産出窒素量から差し引くことで、有機酪農における 1ha 当た

り余剰窒素量は 64.4（=118.4-54.0）kgN/ha/年と計算される。 

 

注 9）投入リン量の計測方法について、有機酪農経営グループにおける購入飼料の 1 つ（オーガニックと

うもろこし）を例にとり説明する。有機酪農経営グループにおけるオーガニックとうもろこしの年間購入

量に、オーガニックとうもろこしの乾物率（水分を除いた部分の割合）および乾物中のリン含有率を乗じ

たものが、有機酪農経営グループが 1 年間に購入したオーガニックとうもろこしによる投入リン量として

求められる。 

 

注 10）産出リン量の計測方法について、有機酪農経営グループにおける産出物の 1 つである生乳を例に

とり説明する。有機酪農経営グループの年間生乳販売量に、生乳のリン含有率を乗じたものが、有機酪農

経営グループが 1 年間に販売した生乳による産出リン量として求められる。 

 

注 11）1ha 当たり投入リン量を 1ha 当たり産出リン量から差し引くことで、有機酪農における 1ha 当たり

余剰リン量は 32.4（=45.6-13.2）kgP/ha/年と計算される。 

 

注 12）有機酪農における 1ha 当たり富栄養化ポテンシャルの計測方法は以下の通りである。有機酪農に

おける余剰窒素由来の 1ha 当たり富栄養化ポテンシャルは、1ha 当たり余剰窒素量 64.4kgN/ha/年に、窒素

における特性分析係数 0.42（Heijungs et al., 1992）を乗じた 27.0kgPO4eq/ha/年である。また有機酪農にお

ける余剰リン由来の 1ha 当たり富栄養化ポテンシャルは、1ha 当たり余剰リン量 32.4kgP/ha/年に、リンに

おける特性分析係数 3.06（Heijungs et al., 1992）を乗じた 99.1kgPO4eq/ha/年である。余剰窒素由来と余剰

リン由来の 1ha 当たり富栄養化ポテンシャルを合計することで、有機酪農における 1ha 当たり富栄養化ポ

テンシャルは 126.1（=27.0+99.1）kgPO4eq/ha/年と計算される。 
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注 13）本研究の分析結果は、「慣行酪農から有機酪農への転換は、より環境負荷が小さい酪農経営とな

る」可能性を示唆するものであって、慣行酪農が「環境負荷が大きい」酪農経営である可能性を示唆する

ものではない点については、十分に注意されたい。 
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